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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期 

第３四半期 
連結累計期間 

第51期 
第３四半期 

連結累計期間 
第50期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （千円） 9,767,637 11,159,251 13,724,181 

経常利益 （千円） 1,178,886 1,474,154 1,620,255 

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益 
（千円） 752,914 963,281 1,010,192 

四半期包括利益又は 

包括利益 
（千円） 870,487 1,259,343 1,116,892 

純資産額 （千円） 8,259,046 8,976,980 8,564,425 

総資産額 （千円） 11,583,342 12,761,419 12,796,157 

１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
（円） 55.17 71.83 73.99 

潜在株式調整後１株 

当たり四半期（当期） 

純利益金額 

（円） 52.78 65.84 70.98 

自己資本比率 （％） 67.2 65.7 62.6 

 

回次
第50期

第３四半期
連結会計期間

第51期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 16.13 25.92 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はございませんが、株式会社Ｙ２Ｓの発行済株式を15％追加取得し持分比率が20％になった

ため同社が持分法適用関連会社に異動、スリーワンシステムズ株式会社の発行済株式を10％追加取得し持分比率が

20％になったため同社が持分法適用関連会社に異動致しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

株式会社Ｙ２Ｓ、スリーワンシステムズ株式会社の株式を追加取得したことに伴い、当第３四半期連結会計期間よ

り持分法適用関連会社としております。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び持分

法適用関連会社）が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州、中近東及び東アジア地域等での情勢不安に起因する地

政学リスクの高まりを受けて、世界経済全体としては不透明な状況が継続しているものの、企業収益の改善を背景

に、雇用情勢や個人環境に改善が見られ、穏やかな回復基調が続いております。 

 当社グループが属するＩＴ業界は、ＥＣ市場及びインターネット広告市場の拡大を背景としたネット通販サイト

の構築需要やインターネット広告需要が拡大しております。また、クラウドサービス市場の拡大を背景としたクラ

ウドサービス需要が拡大するなど、企業のＩＴ投資は順調に推移いたしました。

 このような状況の中で、当社グループはＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」を活用したＥＣソリュー

ション事業の業績拡大に注力したことに加え、当社独自のサービスである「ＳＣクラウド」の拡大に注力してまい

りました。

 これらの結果、売上高は111億59百万円（前年同期比14.2％増）、営業利益は13億33百万円（同19.4％増）、経

常利益は14億74百万円（同25.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は９億63百万円（同27.9％増）となり

ました。 

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ＥＣソリューション事業

ＥＣソリューション事業は、ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」の販売、保守及びホスティング売

上高が伸長したことにより、売上高は51億73百万円（前年同期比13.1％増）、セグメント利益（経常利益）は12

億73百万円（同30.55％増）となりました。

② システムインテグレーション事業

システムインテグレーション事業は、ウェブフォーム・ワークフロー「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」や不正接続ＰＣ検

知・排除システム「Ｌ２Ｂｌｏｃｋｅｒ」のプロダクト売上高が伸長しました。また、ネットワーク構築売上高

及び当社独自のサービスである「ＳＣクラウド」のクラウドサービス売上高の伸長により、売上高は28億88百万

円（前年同期比21.9％増）、セグメント利益（経常利益）は７億44百万円（同10.27％増）となりました。 

③ 物品販売事業

  物品販売事業は、パソコンの販売が増加したこと等により、売上高は30億96百万円（前年同期比9.6％増）、

セグメント利益（経常利益）は44百万円（同11.4％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間のおけるグループ全体の研究開発活動の金額は、51,831千円であります。

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営成績に重要な影響を与える要

因及び経営戦略の現状と見通しについての重要な変更はありません。
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 資産の変動について

 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は127億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円の減少と

なりました。これは、主に投資有価証券が３億59百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が２億１百万円減

少、有価証券が２億44百万円減少したこと等によるものであります。

 

② 負債の変動について

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は37億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億47百万円の減少

となりました。これは、主に未払法人税等が３億83百万円減少したこと等によるものであります。

 

③ 純資産の変動について

 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は89億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億12百万円の増

加となりました。これは、主に自己株式が４億64百万円増加したものの、利益剰余金が６億４百万円、その他有

価証券評価差額金が１億97百万円増加したこと等によるものであります。

 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営者の問題認識と今後の方針に

ついての重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 13,775,139 13,775,139
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 13,775,139 13,775,139 ― ―

（注） 「提出日現在の発行数」には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
― 13,775,139 ― 854,101 ― 884,343

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

      なお、平成28年７月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、FMR LLC

が平成28年７月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として実質所有株式数

の確認ができません。当該大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

      大量保有者       FMR LLC

 住所          245 Summer Street, Boston, Massachusetts 02210, USA

 保有株券等の数     株式 1,165,000株

 株券等保有割合     8.46％
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式       449,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    13,323,300 133,233 －

単元未満株式 普通株式         2,339 － －

発行済株式総数             13,775,139 － －

総株主の議決権 － 133,233 －

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式23株が含まれております。

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ソフトクリエイト

ホールディングス

東京都渋谷区渋谷2-15-1 449,500 ― 449,500 3.26

計 ― 449,500 ― 449,500 3.26

（注） 当第３四半期会計期間において行ったストックオプションの行使及び自己株式を取得の結果、平成29年12月31

日現在の自己株式は427,623株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,673,570 5,412,936 

受取手形及び売掛金 2,374,188 2,172,980 

電子記録債権 74,550 41,540 

有価証券 762,422 518,237 

商品 81,060 157,799 

未成業務支出金 152,830 200,773 

その他 457,816 652,599 

貸倒引当金 △1,782 △2,264 

流動資産合計 9,574,656 9,154,601 

固定資産    

有形固定資産 382,758 341,395 

無形固定資産 465,348 521,461 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,767,843 2,126,965 

その他 610,766 622,210 

貸倒引当金 △5,214 △5,214 

投資その他の資産合計 2,373,395 2,743,961 

固定資産合計 3,221,501 3,606,818 

資産合計 12,796,157 12,761,419 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,269,069 1,045,273 

未払法人税等 502,745 119,699 

賞与引当金 284,076 139,809 

その他 1,106,647 1,267,076 

流動負債合計 3,162,538 2,571,857 

固定負債    

役員退職慰労引当金 192,140 220,583 

退職給付に係る負債 744,259 815,215 

資産除去債務 66,442 66,600 

その他 66,351 110,182 

固定負債合計 1,069,193 1,212,581 

負債合計 4,231,732 3,784,439 

純資産の部    

株主資本    

資本金 854,101 854,101 

資本剰余金 1,226,438 1,222,533 

利益剰余金 6,177,462 6,782,325 

自己株式 △123,320 △587,783 

株主資本合計 8,134,681 8,271,176 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 40,678 237,711 

退職給付に係る調整累計額 △158,579 △117,384 

その他の包括利益累計額合計 △117,901 120,326 

新株予約権 37,002 29,400 

非支配株主持分 510,643 556,076 

純資産合計 8,564,425 8,976,980 

負債純資産合計 12,796,157 12,761,419 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 9,767,637 11,159,251 

売上原価 6,728,076 7,608,580 

売上総利益 3,039,561 3,550,671 

販売費及び一般管理費 1,922,426 2,216,735 

営業利益 1,117,135 1,333,935 

営業外収益    

受取利息 13,996 16,166 

受取配当金 21,174 19,363 

為替差益 － 42,623 

持分法による投資利益 30,220 44,051 

その他 11,290 23,658 

営業外収益合計 76,682 145,863 

営業外費用    

株式公開費用 10,162 － 

自己株式取得費用 － 2,273 

その他 4,768 3,370 

営業外費用合計 14,931 5,643 

経常利益 1,178,886 1,474,154 

特別利益    

投資有価証券売却益 84,829 43,533 

固定資産売却益 － 30,941 

新株予約権戻入益 － 210 

特別利益合計 84,829 74,684 

特別損失    

有価証券売却損 81,354 － 

投資有価証券売却損 － 37,868 

その他 1,031 914 

特別損失合計 82,386 38,783 

税金等調整前四半期純利益 1,181,329 1,510,056 

法人税、住民税及び事業税 408,138 464,334 

法人税等調整額 △2,922 26,407 

法人税等合計 405,215 490,742 

四半期純利益 776,113 1,019,314 

非支配株主に帰属する四半期純利益 23,198 56,032 

親会社株主に帰属する四半期純利益 752,914 963,281 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 776,113 1,019,314 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 51,336 194,561 

退職給付に係る調整額 43,037 42,996 

持分法適用会社に対する持分相当額 － 2,471 

その他の包括利益合計 94,374 240,029 

四半期包括利益 870,487 1,259,343 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 846,496 1,201,509 

非支配株主に係る四半期包括利益 23,991 57,833 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

    持分法適用の範囲の重要な変更

   株式会社Ｙ２Ｓ、スリーワンシステムズ株式会社の株式を追加取得したことに伴い、当第３四半期連結会期間

  より持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

    該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

減価償却費 227,628千円 247,566千円
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（株主資本等関係）

 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

 １ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日 

取締役会
普通株式 136,438 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月７日 利益剰余金

平成28年11月２日 

取締役会 
普通株式 136,146 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

 ２ 株主資本の金額の著しい変動

  当社は、平成28年12月22日付けで連結子会社である株式会社エイトレッドの東京証券取引所マザーズ市場

への上場に伴い、同社株式一部を売却いたしました。また、同社の有償一般募集により募集株式の発行を行

った結果、当第３四半期累計期間において、資本剰余金が273,675千円増加しております。 

  そのほか、平成28年５月25日、平成28年８月17日及び平成28年９月１日開催の取締役会決議により、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を実施

し、当第３四半期連結累計期間において自己株式が252,505千円増加しており、ストック・オプションの行

使による自己株式の処分に伴い、当第３四半期連結累計期間において自己株式が249,430千円減少しており

ます。

  これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が1,158,019千円、自己株式が114,788千

円となっております。

 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

 １ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月９日 

取締役会
普通株式 136,725 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月７日 利益剰余金

平成29年11月１日 

取締役会 
普通株式 133,256 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

 

 ２ 株主資本の金額の著しい変動

  当社は、平成29年３月31日、平成29年５月10日、平成29年６月12日及び平成29年８月１日開催の取締役会

決議により、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株

式の取得を実施し、当第３四半期連結累計期間において自己株式が604,010千円増加しております。 

  また、ストック・オプションの行使による自己株式の処分に伴い、当第３四半期連結累計期間において自

己株式が139,547千円減少しております。 

  これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が587,783千円となっております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２ 
 

ＥＣソリュー

ション事業 

システムイン

テグレーショ

ン事業 

物品販売 

事業 

売上高            

外部顧客への売上高 4,574,029 2,369,409 2,824,198 9,767,637 － 9,767,637 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
9,829 67,280 134,828 211,937 △211,937 － 

計 4,583,858 2,436,690 2,959,027 9,979,575 △211,937 9,767,637 

セグメント利益 975,489 675,206 49,799 1,700,496 △521,609 1,178,886 

（注）１ セグメント利益の調整額△521,609千円は、セグメント間取引53,083千円、その他調整額△88,332千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△486,360千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２ 
 

ＥＣソリュー

ション事業 

システムイン

テグレーショ

ン事業 

物品販売 

事業 

売上高            

外部顧客への売上高 5,173,710 2,888,894 3,096,646 11,159,251 － 11,159,251 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
29,803 103,516 106,537 239,858 △239,858 － 

計 5,203,513 2,992,411 3,203,184 11,399,109 △239,858 11,159,251 

セグメント利益 1,273,561 744,607 44,098 2,062,267 △588,113 1,474,154 

（注）１ セグメント利益の調整額△588,113千円は、セグメント間取引△71,928千円、その他調整額△12,673千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△503,511千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 55円17銭 71円83銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 752,914 963,281

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
752,914 963,281

普通株式の期中平均株式数（株） 13,645,955 13,409,710

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 52円78銭 65円84銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） △680 △19,454 

（うち連結子会社の潜在株式による調整額） （△680） （△19,454）

普通株式増加数（株） 605,130 926,281

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ

いて、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

 当社は、平成30年２月１日付で公表した「株式給付信託（BBT）」（以下「本制度」という）の導入に伴い、

平成30年２月１日開催の取締役会において、下記のとおり、第三者割当による自己株式の処分を行うことについ

て決議しました。

 

１．処分の概要

（１）払込期日    平成30年２月19日

（２）処分株式数   普通株式65,000株

（３）処分価額    １株につき1,535円

（４）処分価格の総額 99,775,000円

（５）処分方法    第三者割当の方法による処分

（６）処分先     資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

（７）その他     本自己株式処分については、有価証券通知書を提出しております。

 

２．処分の目的及び理由

 本自己株式処分は、本制度の運営に当たって当社株式の保有及び処分を行うため、資産管理サービス信託銀行

株式会社（本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託の受託者たる

みずほ信託銀行株式会社から再信託を受ける再信託受託者）に設定される信託Ｅ口に対し、第三者割当により自

己株式を処分するものであります。

 

２【その他】

第51期（平成29年４月１日から平成30年３月31日）中間配当については、平成29年11月１日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。
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① 配当金の総額                   133,256千円

② １株当たりの金額                  10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日又は支払開始日  平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月５日

株式会社ソフトクリエイトホールディングス 

取 締 役 会 御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 日    高   真  理  子 ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中    井   清    二 ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソフト

クリエイトホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトクリエイトホールディングス及び連結子会社の平成29

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

      ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


